
 

 

 

 

 

 

緊 急 財 政 対 策 
（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年１２月 

 

杵築市 
 

 

 

 



- 1 - 

 

Ⅰ はじめに 

杵築市の財政は、子ども・子育て制度の充実に伴う負担の増加、障がい者の自立支 

援の充実、生活保護扶助費の増加など少子高齢化、貧困対策などによる社会保障経費 

の増加、昭和５０年代から一部事務組合方式で行ってきた共同事務に係る施設の更新

需要（藤ケ谷清掃センター、消防組合本庁舎、秋草葬祭場など）による一部事務組合

負担金の増加、事務事業の多様化に伴う職員数の増による人件費の増加などにより経

常的経費が大幅な増加をする一方、歳入では、普通地方交付税が合併算定替えの終了

により平成２７年度から段階的に削減されたことなどにより経常的収入も減少してき

ました。この結果、平成３０年度決算では杵築市政上はじめて経常収支比率が１００％

を超え１００．９％と悪化しました。 

更に、合併特例債の発行期限が迫るなか、活用できる財源があるうちに懸案となっ

ていた大型事業（錦江橋改良事業、杵築中学校改築事業、市立図書館改築事業、学校

給食センター改築事業等）を実施すべきであるとの考え方から、短期間で集中して実

施してきたことにより、今後、公債費の増加は必至であり、後年度の財政運営の大き

な課題となっています。 

 特に、令和元年度当初予算では、財政調整基金を１３億７千万円取り崩して対応し 

ました。今後も歳入の劇的な増加は見込めず、このまま対策を講じず平成３１年度当

初予算ベースの予算措置を繰り返せば、年間１４億円程度の単年度赤字が蓄積し、令

和４年度に財政調整基金が枯渇し、令和５年度に財政再生団体に転落する恐れがあり

ます。財政再生団体になれば、国の管理下に置かれ、厳しい事業制限や大きな市民負

担が強いられることになります。 

 市町村合併から１４年が経過し、合併による国の支援が終了するこの時期に、改め

て杵築市の財政力に応じた適正な予算規模を見極めるときを迎えています。市の財政

力を認識し、全ての既存事業に対して異次元の見直しをしていかなければなりません。 

 将来世代に負担を回さないための改革を進め、財政危機という市の難局を乗り越え

て健全な財政構造を構築するため、３年間（令和２年度～令和４年度）の緊急財政対

策を取りまとめ、実行します。 
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Ⅱ 本市の財政状況の現状について 

１．実質収支等の推移 

 

 ※形式収支は、歳入総額から歳出総額を単純に差し引いた額をいいます。 

実質収支は、形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源などを除いた実質的な収支差額を 

いいます。 

実質単年度収支は、単年度収支に、財政調整基金への積立や地方債の繰上償還などの黒 

字要素、及び財政調整基金の取崩などの赤字要素を加味したもので、実質的な当該年度の 

収支を表すものです。 

平成２７年度に一時的に回復したものの、平成２８年度に再び赤字になり、平成２

９年度、平成３０年度と赤字幅が増額しています。財政調整基金の取崩額の増加と連

動して赤字が拡大しています。 

 

２．経常収支比率の推移 

 

※  経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための指標で人件費、扶助費、公債費の 

ように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が地方税、 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

形式収支 700,029 935,298 741,533 605,332 752,701

実質収支 544,972 813,577 687,356 498,110 407,718

実質単年度収支 ▲ 46,810 391,312 ▲ 62,619 ▲ 516,126 ▲ 749,079

△ 1,000,000
△ 800,000
△ 600,000
△ 400,000
△ 200,000
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1,200,000
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実質収支等の推移

H26 H27 H28 H29 H30

杵築市 92.1 90.7 96.4 98.5 100.9

県内１３市平均 91.7 90.4 93.6 95.0 95.8

類似団体平均 88.3 87.2 88.9 90.3

全国平均 91.3 90 92.5 92.8
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普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）に占める割 

合です。この比率が高いほど自由に使えるお金の割合が少ないことを示しています。  
  
県内他市、類似団体と比較すると、いずれの年度においても平均を上回っており、

財政構造の硬直化が進んでいるといえます。特に、平成３０年度においては、100％を
越えてしまい危機的状況であると言えます。 
 

３．義務的経費の推移 

 

※ 義務的経費とは、支出が義務付けられ任意に削減できない経費である「人件費」、「扶

助費」、「公債費」の合計です。 

  平成２６年度と平成３０年度を比較すると、人件費は３億８,２００万円、扶助費 

は１億８,２００万円、公債費は６,５００万円それぞれ増加しています。特に公債費 

については、今後令和５年度にピークを迎え、約２億円増加する見込みです。 

 

４．その他主要経費の推移 

 

2,400,195 2,375,391 2,604,430 2,774,229 2,782,664

844,814 918,172
929,067

1,020,552 1,026,547

2,376,505 2,355,327
2,424,251

2,371,008 2,441,071

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

（千円） 義務的経費の推移

人件費 扶助費 公債費

1,561,637 1,567,986 1,552,437 1,385,868 1,411,493

972,270 1,018,444 1,133,590
1,210,587 1,213,929

1,625,590 1,644,806
1,679,443

1,647,431 1,689,208

0
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4,500,000

5,000,000
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（千円） その他主要経費の推移

物件費 補助費等 繰出金
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５．歳入一般財源の推移 

 

※ 歳入一般財源とは、毎年同じように入ってくる自由に使用することができる財源で、市税や

地方交付税などを言います。 

 年々減少しており、令和になってからは約１０６億円程度となっています。今後も歳

入の大きな伸びが期待できる環境ではありません。 

６．基金の推移 

 
※ 財政調整基金とは、財政調整を行うための使途が決まっていない基金であり、その他の基

金は、減債基金（借入の償還に使うための基金）や市有施設整備基金（市有施設の整備

などのための基金）など、特定の目的のために使う基金です。 

  令和元年度において、財政調整基金を約１１億 5千万円、減債基金を１２億３千万

円取り崩す予定であり、この状況で推移すると令和４年度には財政調整基金が枯渇し

ます。 

2,908,411 2,971,651 3,132,319 3,112,112 3,119,016

6,482,705 6,503,833 6,383,827 6,215,967 6,127,192

1,320,945 1,534,425 1,311,234 1,349,803 1,353,166

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

（千円）

歳入一般財源の推移（その他に臨財債含む）

地方税 地方交付税 その他

5,828,209 5,943,845 6,063,389 6,115,740 5,829,438

4,219,716

3,976,333 4,098,954 4,162,556 3,835,677
3,176,989

2,027,930

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

H26末 H27末 H28末 H29末 H30末 R1末見込

（千円） 基金残高の推移（※R1末見込は12月補正後）

財調以外 財政調整基金
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Ⅲ 財政状況悪化の要因について 

 

１．社会保障経費の推移 

 ア．扶助費の推移 

 

  保育園・幼稚園・こども園の利用料の市独自の軽減措置や保育士の処遇改善により、

児童福祉費や教育費に係る扶助費が年々増加しています。その他、障がい者福祉費、

老人福祉費、生活保護費もそれぞれ増加をしています。 

 イ．繰出金（民生費関係）の推移 

 民生費関係の繰出金のうち特に後期高齢者特別会計の繰出金が大きく増加していま 

H26 H27 H28 H29 H30

扶助費計 876,396 960,522 987,652 1,022,239 1,028,886

扶助費・民生費 823,804 836,060 863,848 870,947 879,681

扶助費・民生費・社会福祉費 204,866 201,534 226,355 213,818 219,565

扶助費・民生費・老人福祉費 86,075 86,623 81,422 86,334 89,447

扶助費・民生費・児童福祉費 367,751 381,398 380,975 396,904 393,758

扶助費・民生費・生活保護費 164,982 165,880 174,703 173,671 176,836

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000
歳
出
決
算
額
（
千
円
）

扶助費・目的別 一般財源（地方債充当含む）推移
一般財源ベースで１億千５万円増

H26 H27 H28 H29 H30

繰出金計 2,151,829 2,239,495 2,172,967 2,143,024 2,212,923

繰出金・民生費 1,588,089 1,679,753 1,574,669 1,541,483 1,617,846

繰出金・民生費・国保 369,146 442,198 368,521 349,410 344,909

繰出金・民生費・老人＋後期

高齢
648,116 679,050 652,842 648,199 707,489

繰出金・民生費・介護 553,800 537,027 515,259 543,874 553,567

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000
歳
出
決
算
額
（
千
円
）

繰出金の推移（民生費関係）

繰出金全体では６千万円増

民生費関係では３千万円増
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す。 

２．一部事務組合負担金の推移 

  

  全ての一部事務組合事業で増加しています。秋草葬祭場事業は、平成２９年度から

の設備等改修事業に伴い負担金が増加しています。藤ケ谷清掃センター事業について

は、平成２６年６月から新施設が稼働し、現在は、事業に要した公債費の償還中で、

令和９年度まで高止まりが続きます。環境浄化組合については、平成７年度から平成

９年度に施設の改修を行い、平成２５年度には浄化槽改造工事を行った。管理委託を

行い、人件費は減少したものの維持管理費が増加し負担金が増加しています。 

 消防組合は、装備整備のための公債費の増加により負担金が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30

計 628,886 630,736 728,454 793,600 816,877

その他 7,218 5,014 6,207 8,560 6,754

秋草葬祭場 15,579 13,638 18,479 21,315 23,900

藤ケ谷清掃センター 56,806 94,058 112,715 153,333 143,964

環境浄化組合 105,518 95,429 141,162 136,251 152,349

消防組合 443,765 422,597 449,891 474,141 489,910

0
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600,000
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900,000

1,000,000

一部事務組合負担金の推移

４年間で１億９千万円増加
（千円）
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３．職員数・人件費の推移 

 

 

 平成２６年度と平成３０度で職員給が１億９千万円増加しています。 

職員数の増（普通会計職員Ｈ２５年度２８６人 → Ｈ３１年度３０３人）、超過勤務

手当の増等が増加要因となっています。 

 

 

H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1

教育(※) 64 62 58 58 57 60 57

一般行政 222 230 235 245 242 240 246

0

50
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150

200

250

300

350
（人） 職員数の推移

H26 H27 H28 H29 H30

事業費支弁人件費 40,905 57,664 29,078 50,366 17,507

その他 616,351 615,231 590,757 666,083 664,792

賃金 421,999 428,771 413,774 381,682 402,406

退職金 176,576 144,197 298,107 290,190 176,832

職員給 1,712,399 1,777,125 1,834,600 1,833,072 1,905,472

0
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人件費の推移

職員給 退職金 賃金 その他 事業費支弁人件費

（千円）
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４．合併後の大型事業の状況 
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2
8
,2

4
1

2
7
,9

3
8

2
7
,9

3
8

2
7
,6

4
9

2
7
,6

4
9

2
7
,3

5
5

2
7
,3

5
5

八
坂

小
学

校
屋

内
運

動
場

改
築

事
業

H
2
2
～

H
2
4

3
1
5
,0

4
3

1
,7

1
9

1
,7

1
9

1
1
,2

8
3

1
1
,2

8
3

1
2
,9

5
6

1
2
,9

5
6

1
2
,8

6
3

1
2
,8

6
3

1
2
,7

5
0

1
2
,7

5
0

杵
築

中
学

校
改

築
事

業
H

2
2
～

H
3
1

6
,0

7
3
,4

3
1

1
,9

8
1

1
,9

8
1

2
,3

1
0

2
,3

1
0

1
3
,6

6
9

1
3
,6

6
9

6
0
,3

6
2

6
0
,3

6
2

6
6
,4

8
0

6
6
,4

8
0

大
田

こ
ど

も
園

舎
建

設
事

業
H

2
4
～

H
2
5

2
3
6
,4

7
4

5
,1

5
7

9
9
5

6
,1

5
2

2
1
1

1
,0

9
6

1
,3

0
7

2
1
5

3
,5

3
6

3
,7

5
1

2
1
3

1
3
,5

1
1

1
3
,7

2
4

2
5
8

1
3
,4

4
5

1
3
,7

0
3

統
合

大
田

小
学

校
整

備
事

業
H

2
4
～

H
2
5

4
5
7
,9

9
9

1
,4

8
5

1
,4

8
5

1
,5

6
9

1
,5

6
9

8
,4

2
3

8
,4

2
3

1
5
,3

3
8

1
5
,3

3
8

1
5
,2

5
5

1
5
,2

5
5

杵
築

幼
稚

園
改

築
事

業
H

2
4
～

H
2
6

4
7
3
,7

2
9

1
,1

1
5

1
,1

1
5

1
,5

7
8

1
,5

7
8

1
4
,3

5
5

1
4
,3

5
5

2
0
,0

0
7

2
0
,0

0
7

1
9
,8

9
9

1
9
,8

9
9

八
坂

小
学

校
大

規
模

改
修

事
業

H
2
5
～

H
2
6

2
0
0
,3

7
5

2
1

2
1

2
5
7

2
5
7

4
,5

1
9

4
,5

1
9

4
,5

1
1

4
,5

1
1

4
,4

9
5

4
,4

9
5

市
立

図
書

館
改

築
事

業
H

2
6
～

H
3
1

1
,2

8
0
,0

5
9

0
2
2
7

2
2
7

2
6
4

2
6
4

2
9
4

2
9
4

2
9
,8

7
9

4
,9

6
3

3
4
,8

4
2

山
香

地
域

統
合

小
学

校
整

備
事

業
H

2
7

2
1
3
,2

4
3

0
0

1
6
7

1
6
7

2
0
1

2
0
1

2
0
1

2
0
1

学
校

給
食

セ
ン

タ
ー

改
築

事
業

H
3
0
～

R
2

1
,4

4
5
,4

8
7

0
0

0
0

1
7

1
7

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（
旧

杵
築

）
H

1
5

1
,2

9
3
,5

8
9

7
0
,4

6
7

7
2
,8

1
1

6
9
,7

2
1

7
2
,0

6
5

6
8
,9

6
2

7
1
,3

0
6

6
8
,2

1
7

7
0
,5

6
1

6
7
,4

5
5

6
9
,9

9
5

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（
山

香
・
大

田
）

H
1
7
～

H
1
9

2
,0

3
9
,4

5
3

1
1
6
,9

1
2

1
1
6
,9

1
2

1
1
5
,1

3
1

1
1
5
,1

3
1

1
1
3
,1

3
2

1
1
3
,1

3
2

1
0
4
,9

2
5

1
0
4
,9

2
5

1
0
4
,2

6
0

1
0
4
,2

6
0

錦
江

橋
整

備
事

業
H

2
2
～

R
3

2
,2

0
4
,1

8
8

6
8
6

2
,7

2
1

9
,8

4
2

9
,8

4
2

9
,8

3
6

9
,8

3
6

2
0
,1

2
1

2
0
,1

2
1

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（
杵

築
更

新
）

H
3
0
～

2
,4

9
5
,6

3
7

0
0

0
0

2
6
,6

6
7
,5

0
1

7
1
,7

1
4

4
5
3
,9

2
9

5
2
4
,9

5
7

6
9
,3

7
9

5
0
2
,2

5
8

5
6
8
,9

1
6

7
4
,1

8
9

5
6
7
,5

9
3

6
4
1
,7

8
2

7
0
,6

3
7

6
2
8
,2

4
1

6
9
8
,8

7
8

1
0
5
,5

8
0

6
5
7
,7

6
6

7
6
3
,3

4
6

総
合

計
画

体
系

区
分

事
業

名
（
施

設
名

）
事

業
実

施
年

度
事

業
費

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

　
合

併
後

大
型

事
業

（
事

業
費

２
億

円
以

上
）
の

維
持

管
理

費
及

び
起

債
償

還
額

表
（
一

般
財

源
ベ

ー
ス

。
人

件
費

を
除

く
。

義
務

教
育

施
設

は
維

持
管

理
費

を
計

上
し

て
い

な
い

。
）

（
単

位
：
千

円
）

2
,3

4
4

2
,3

4
4

2
,3

4
4

2
,5

4
0

H
3
0

計

１
．

安
心

・
安

全
な

く
ら

し
を

さ
さ

え
る

ま
ち

づ
く

り４
．

人
が

育
ち

、
輝

く
ま

ち
づ

く
り

５
．

ひ
と

、
も

の
、

情
報

の
流

れ
を

さ
さ

え
る

ま
ち

づ
く
り

2
,3

4
4
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維
持

管
理

費
起

債
償

還
額

計
維

持
管

理
費

起
債

償
還

額
計

維
持

管
理

費
起

債
償

還
額

計
維

持
管

理
費

起
債

償
還

額
計

維
持

管
理

費
起

債
償

還
額

計
維

持
管

理
費

起
債

償
還

額
計

総
合

運
動

公
園

（文
化

体
育

館
）

整
備

事
業

H
15～
H

20
31,063

56,516
87,579

31,063
55,515

86,578
31,063

55,138
86,201

31,063
54,765

85,828
31,063

54,402
85,465

284,458
724,242

1,008,700
R
14

フ
ッ

ト
ボ

ー
ル

パ
ー

ク
整

備
事

業
H

21～
H

23
5,555

31,207
36,762

5,555
31,207

36,762
5,555

31,207
36,762

5,555
31,207

36,762
5,555

5,555
57,212

280,863
338,075

R
4

消
防

庁
舎

整
備

事
業

H
21～
H

23
41,157

41,157
40,758

40,758
40,376

40,376
39,993

39,993
39,626

39,626
0

390,064
390,064

R
18

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

・プ
ー

ル
整

備
事

業
H

22～
H

24
32,093

27,491
59,584

32,093
27,292

59,385
32,093

27,089
59,182

32,093
26,887

58,980
32,093

26,696
58,789

325,027
242,095

567,122
R
14

海
浜

公
園

整
備

事
業

H
23～
H

24
628

15,877
16,505

628
15,877

16,505
628

15,877
16,505

628
15,877

16,505
628

15,877
16,505

5,768
128,682

134,450
R
6

防
災

シ
ス

テ
ム

整
備

事
業

H
26～
H

27
3,564

59,433
62,997

3,564
59,335

62,899
3,564

59,240
62,804

3,564
59,145

62,709
3,564

59,050
62,614

28,512
397,731

426,243
R
9

２
．

感
性

豊
か

で
活

力
を

う
む

ま
ち

づ
く
り

観
光

交
流

セ
ン

タ
ー

（衆
楽

館
）整

備
事

業
H

16～
H

20
13,762

13,762
10,862

10,862
0

0
0

7,188
93,515

100,703
R
2

山
香

統
合

中
学

校
建

設
事

業
H

18～
H

20
44,427

44,427
44,193

44,193
43,964

43,964
43,737

43,737
43,511

43,511
0

481,241
481,241

R
15

杵
築

小
学

校
屋

内
運

動
場

・プ
ー

ル
H

20～
H

23
27,073

27,073
26,773

26,773
26,481

26,481
26,189

26,189
25,905

25,905
271,843

271,843
R
13

八
坂

小
学

校
屋

内
運

動
場

改
築

事
業

H
22～
H

24
12,652

12,652
12,552

12,552
12,450

12,450
12,349

12,349
12,253

12,253
113,827

113,827
R
14

杵
築

中
学

校
改

築
事

業
H

22～
H

31
73,536

73,536
74,152

74,152
178,188

178,188
177,844

177,844
238,361

238,361
0

886,883
886,883

R
28

大
田

こ
ど

も
園

舎
建

設
事

業
H

24～
H

25
258

13,383
13,641

258
13,317

13,575
258

13,252
13,510

258
13,188

13,446
258

13,125
13,383

7,344
98,848

106,192
R
15

統
合

大
田

小
学

校
整

備
事

業
H

24～
H

25
15,188

15,188
15,118

15,118
15,048

15,048
14,977

14,977
14,912

14,912
0

117,313
117,313

R
20

杵
築

幼
稚

園
改

築
事

業
H

24～
H

26
19,810

19,810
19,713

19,713
19,620

19,620
19,527

19,527
19,439

19,439
0

155,063
155,063

R
16

八
坂

小
学

校
大

規
模

改
修

事
業

H
25～
H

26
4,479

4,479
4,462

4,462
4,446

4,446
4,430

4,430
4,414

4,414
36,034

36,034
R
16

市
立

図
書

館
改

築
事

業
H

26～
H

31
29,879

17,335
47,214

29,879
19,526

49,405
29,879

121,049
150,928

29,879
121,018

150,897
29,879

122,479
152,358

179,274
407,155

586,429
R
13

山
香

地
域

統
合

小
学

校
整

備
事

業
H

27
22,473

22,473
22,450

22,450
22,428

22,428
22,406

22,406
22,384

22,384
0

112,710
112,710

R
9

学
校

給
食

セ
ン

タ
ー

改
築

事
業

H
30～
R
2

21
21

480
480

565
565

45,831
45,831

130,858
130,858

0
177,772

177,772
R
14

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（旧

杵
築

）
H

15
2,565

2,565
2,565

2,565
2,565

24,741
344,822

369,563
H

30

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（山

香
・大

田
）

H
17～
H

19
103,904

103,904
103,546

103,546
100,518

100,518
5,906

5,906
0

0
868,234

868,234
R
4

錦
江

橋
整

備
事

業
H

22～
R
3

32,388
32,388

47,755
47,755

56,152
56,152

64,176
64,176

95,010
95,010

0
338,687

335,280
R
15

ケ
ー

ブ
ル

テ
レ

ビ
整

備
事

業
（杵

築
更

新
）

H
30～

3
3

6,169
6,169

11,701
11,701

129,914
129,914

170,080
170,080

0
317,867

317,867
R
16

105,605
632,115

737,720
105,605

651,052
756,657

105,605
854,789

960,394
105,605

929,366
1,034,971

105,605
1,108,382

1,213,987
919,524

6,985,491
7,901,608

計

H
26～

R
5　

計
最

終
償

還
年

度

１
．

安
心

・安
全

な
く
ら

し
を

さ
さ

え
る

ま
ち

づ
く

り４
．

人
が

育
ち

、
輝

く
ま

ち
づ

く
り

５
．

ひ
と

、
も

の
、

情
報

の
流

れ
を

さ
さ

え
る

ま
ち

づ
く
り

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

総
合

計
画

体
系

区
分

事
業

名
（施

設
名

）
事

業
実

施
年

度

2,565
2,565

2,565
2,565

2,565

　
合

併
後

大
型

事
業

（事
業

費
２

億
円

以
上

）の
維

持
管

理
費

及
び

起
債

償
還

額
表

（一
般

財
源

ベ
ー

ス
。

人
件

費
を

除
く

。
義

務
教

育
施

設
は

維
持

管
理

費
を

計
上

し
て

い
な

い
。

）
（単

位
：千

円
）



- 10 - 

 

 

  扶助費、一部事務組合負担金、人件費とも平成２６年度からの４年間でそれぞれ増

加額が一般財源ベースで２億円に近づくようなペースで上昇してきています。 

  さらに、合併後に実施した大型事業の起債償還額、維持管理費が大きな負担ともな

っており、現在、実施中の事業についても起債の償還額を始め、将来的に大きな負担

になっていきます。 
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Ⅳ 緊急財政対策 

１．目的 

 （１）財政調整基金に頼らない財政構造の構築 

 （２）令和５年度以降の安定した財政運営の確保 

２．目標 

  令和４年度末における財政調整基金の残高が１０億円以上となることを目指しま

す。 

３．方針 

 （１）歳入に見合った予算編成とし、経常的な歳入で経常的な歳出を賄う財政構造へ

の転換を図ります 

 （２）総人件費の圧縮を図ります 

 （３）財政調整基金の取り崩しを最小限にとどめます 

 （４）新たな市債の発行は１４億円以内とします 

 （５）公営企業や特別会計への繰出金を見直します 

 （６）全ての事務事業についてゼロベースから見直します 

 （７）公共施設の総量の最適化を図り、維持・管理・更新経費の負担軽減を図ります 

 （８）市税収納率の向上、使用料・手数料等の適正化、その他収益の確保を図ります 

 （９）令和元年度においても予算執行を可能な限り抑制します 

４．期間 

  令和２年度から令和４年度までの３年間 

５．推進方法 

 （１）本対策は、市長をトップとし全課長で構成する「行財政改革プロジェクトチー 

ム」を設置し、外部有識者会議の意見を踏まえて策定します 

 なお、令和元年度においても適宜対策の見直しを行います 

 （２）令和２年度以降の事務事業の方向性は、緊急財政対策を踏まえ、市長や財政課

査定の枠組みの中で検討したうえで、行財政改革プロジェクトチームで決定して

いきます 

（３）令和３年度以降の事務事業については、令和元年度の決算状況並びに令和２年 

度の予算執行状況を見極めながら、状況に応じた対策の見直しを行います 
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６．年度別の財政対策 

 （１）令和２年度の緊急財政対策 

    次の対策により、財源不足額１０億円程度を確保します 

 

  ① 議会費の削減 

    ◇歳出削減効果額 １０，８６３千円 

     ア 議員報酬の削減 ７，４５２千円 

     イ 議会運営費の削減 ３，４１１千円 

② 総人件費の削減 

◇歳出削減効果額 ２０４，３５０千円 

 ア 特別職員の給与減額 ５,９１６千円 

 イ 一般職職員の給与減額 ６９,０００千円 

 ウ 一般職職員の時間外勤務手当の削減 ３０,０００千円 

 エ 臨時職員等３４名削減 ７５,０００千円 など 

③ 投資的経費の削減 

◇歳出削減効果額  ８１，２８１千円 

④ 公債費の圧縮 

◇歳出削減効果額 １４６,２５０千円 

令和元年度において減債基金を利用して繰上償還を行い、令和２年度以降の

償還額を１億円以上圧縮します 

 

 

緊急財政対策（令和２～４年度（2020～2022）） 

【令和２年度】 

・総人件費の削減 

・投資的経費の削減 

・公債費の圧縮 

・繰出金の見直し 

・事務事業の見直し 

・収入確保策の検討 

 

 

【令和３年度】 

・総人件費の削減 

・事務事業の見直し 

・令和２年度の検証 

・新たな収入確保策の 

検討 

 

 

【令和４年度】 

・総人件費の削減 

・事務事業の見直し 

・２年間の検証 

・次期対策の策定 
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⑤ 繰出金の見直し 

◇歳出削減効果額 ８３,２８３千円 

 ア ケーブルテレビ事業特別会計繰出金の減額 １５,６０９千円 

イ 国保特別会計繰出金の減額 ４,３０２千円 

 ウ 後期高齢者医療特別会計繰出金の減額 ２６,１１６千円 

 エ 包括支援センター特別会計の廃止 １７,１１３千円 

 オ 農業集落排水事業特別会繰出金の減額 １０,７８３千円 

     カ 公共下水道事業特別会計繰出金の減額 ９,３６０千円  

⑥ 事務事業の見直し 

◇歳出削減効果額  ２９１，９７７千円 

 ア 見直し対象事業 すべての事務事業 

 イ 見直しの方向性 事務事業の廃止、休止、縮小、受益者負担の適正化 

 ウ 見直しの視点 

  〇市民生活への緊急度 

  〇市民生活への影響度 

  〇費用対効果 

  〇事務事業実施主体の妥当性 

  〇サービス水準 

 エ 見直しの基準 

  〇市単独で実施している事務事業や国県補助事業の上乗せで実施している 

事務事業について見直しを行う 

      〇他自治体の水準を上回るサービスを実施している事務事業については見 

直しを行う 

  〇補助事業については、補助の必要性と補助水準の見直しを行う 

  〇イベント・啓発事業については、縮小、廃止、休止を検討する 

   〇公共施設については、廃止を含めて開館日数、時間等を見直す 

   〇事務コストの見直しを行う 

 

⑦ 収入の確保策の検討 

ＣＡＴＶ利用料の改定 ３０，０００千円 

ふるさと納税の１億円以上増加を目標  

増加分半額の５千万円以上を既存の事業に充当します。 

市税徴収率の向上、市有地の売却等積極的に取組ます。 

市バス運行の有料化 燃料の満タン返還→運行の利便性（有料道路使用） 

その他受益者負担の適正化に取り組みます。 

 



- 14 - 

 

 

（２）令和３年度以降の緊急財政対策 

    ア 基本的には令和２年度並みの削減対策を実施します。 

  イ 前年度の実績を考慮して、緊急財政対策を見直します。 

 

 

 

（３）財政収支試算（対策後） 

 

 

単位：千円

令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,241,351 1,366,714 1,446,785

10,863 10,863 10,863

204,350 300,000 450,000

81,281 50,000 50,000

146,250 164,159 162,963

83,283 80,000 80,000

291,977 300,000 300,000

182,194 120,000 100,000

123,534 100,000 90,000

30,000 32,000 32,000

60,000 60,000 60,000

966,664 1,017,022 1,155,826

▲ 274,687 ▲ 349,692 ▲ 290,959

令和元年度末

財政調整基金残高 2,002,594 1,727,907 1,378,215 1,087,256

不足額（財政調整基金繰入金）

財源不足額

総人件費の削減

投資的事業の削減

公債費の圧縮

繰出金の見直し

事務事業の見直し

議会費の削減

減額・終了事業

増額・開始事業

新たな歳入の確保

ふるさと納税充当

計


